
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tax Analysis 
 

資産管理業界に対する増値税

の徴収に関する新規定： 

財税[2017]56号通達 

   
財政部と国家税務総局は 2017年 6月 30日に共同で財税[2017]56号通達1

（以下、「56号通達」）を公布し、資産管理商品の運営業務に 3%の徴収率

に基づく増値税簡易課税方式が適用されること、及び資産管理商品に対する

増値税の徴収開始を 2018年 1月 1日に延期することを明らかにした。56号

通達は、資産管理商品に対する増値税の徴収原則と申告方式について重要な

明確化と補足説明を行うものであり、徴収開始の再度延期を通じて資産管理

商品の管理者に準備作業を進めるための十分な時間を提供しており、140号

通達2の順調な施行を確保するための土台を作った。 

 

56号通達のキーポイントは下記の通りである。 

 

1、資産管理商品及びその管理者の範囲 

 

56号通達の第 1条において、56号通達の適用対象となる資産管理商品及び

その管理者の範囲について規定されている。 

 

 適用範囲 

資産管理商品の

管理者 

銀行、信託会社、公募ファンド管理会社及びその子会

社、証券会社及びその子会社、先物取引会社及びその

子会社、私募ファンドの管理者、保険資産管理会社、

専門保険資産管理機構、養老保険会社 

資産管理商品 銀行理財商品、資金信託（集合資金信託と単一資金信

託を含む）、財産権信託、公募証券投資ファンド、特

定顧客資産管理計画、集合資産管理計画、定向資産管

理計画、私募投資ファンド、債券投資計画、持分投資

計画、持分・債権連携型投資計画、資産支持計画、組

合類保険資産管理商品*、養老保障管理商品 
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2 デロイトの Tax Analysis P254/2016を参照されたい：https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/ta-2016/deloitte-cn-tax-

tap2542016-jp-170109.pdf 
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注：組合類保険資産管理商品とは、保監資金[2016]104号通達の

規定に基づき立ち上げた保険資産管理商品を指す。 

 

上述のように、56号通達の適用対象となる資産管理商品及びその管理者の範

囲に関する規定は、各業態の規制当局による資産管理商品の判定基準を参考

に設けられており、金融機関が市場で販売する資産管理商品のほとんどは 56

号通達の適用対象となっている。 

 

56号通達の適用性判断については、資産管理商品の法的形態別に規定されて

いない。現在、市場に存在する資産管理商品の大部分は契約制のものである

が、その中の私募投資ファンドは、契約制のほか、パートナシップ制や会社

制のものも存在する。一般的な認識として、140号通達と 56号通達は、主に

大部分の契約制資産管理商品を対象とするものであり、これに対して、パー

トナシップ制や会社制の私募投資ファンドに関する増値税の取り扱いは、既

に 140号通達と 56号通達の公布前において明確である。そのため、パート

ナシップ制や会社制の私募投資ファンドが 56号通達の適用対象に含まれるか

否かは、追って明確化が待たれる。 

 

また、資産管理業界における高速発展の特徴や製品の多様性を考慮し、業界

の発展状況に合わせた適用範囲拡大への布石として、56号通達に「財政部と

国家税務総局が規定したその他の資産管理商品及びその管理者」という、適

用対象に関する雑則的規定が設けられている。 

 

2、資産管理商品に 3%の徴収率に基づく増値税簡易課税方式が適用される 

 

資産管理商品は独立した納税実体ではなく、経済的観点から見て、その運営

過程で取得した収入は最終的にその投資家、管理者、及びその他の関連主体

に分配される。資産管理商品に多層的な構造が多用されていることから、140

号通達の公布後、資産管理商品に対する二重課税問題をどのようにして解消

するかは、業界の注目を集めた。また、管理者が取得した管理サービス費に

ついて、資産管理商品別の仕入税額控除が認められた場合において、管理者

と資産管理商品は同一の納税主体であることから、管理者が自身に発票を発

行することの実行可能性、及び複数の資産管理商品のために発生した仕入税

額をどのようにして各商品に振り分けるかなどの問題は、140号通達の順調

な施行を確保する上でのチャレンジとなる。 

 

56号通達の第 1条に、「資産管理商品の運営過程で取得した増値税課税収入

に、3%の徴収率に基づく簡易課税方式が適用される」と規定されている。当

該処理方法を採用する場合、一般課税方式適用時に必要となる発票の受取と

認証、及び税額控除手続きが不要となり、資産管理商品に関する納税手続き

を大幅に簡略化することができる。また、簡易課税方式を採用する場合、仕

入税額控除はできないが、資産管理商品の仕入税額が比較的に小さいため、

6%の税率に基づく一般課税方式（即ち 6%の税率に基づき売上税額を徴収す

る一方、仕入税額控除を認める方法）よりも、3%の徴収率に基づく簡易課税

方式を適用したほうが、個々の資産管理商品から見て、増値税の税負担が低

くなる可能性がある。 

 

3、管理者による資産管理商品の運営業務とその他業務の区分計算及び納税 

 

56号通達の第 2条と第 3条に、下記の通り規定されている： 

 

「管理者は、投資家から受けた委託或いは信託に基づき提供する対象資産の

管理サービス、及び関連者で発生する資産管理商品の運営業務を除いた増値

税課税行為（以下、「その他業務」）について、現行の規定に従い増値税を

納付する。 

 

管理者は、資産管理商品の運営業務とその他業務を分けて、売上高と増値税

納付税額の区分計上を行わなければならない。区分しない場合、資産管理商

品の運営業務に増値税簡易課税方式を適用してはならない。」 

 

上述の規定は、資産管理商品の運営過程で発生する増値税課税行為について

明確化したものであり、資産管理商品の運営業務と、資産の管理者として提
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供する管理サービスなどの「その他業務」には、異なる増値税課税方式が適

用される可能性を示唆するものである。即ち、資産管理商品の運営業務には

簡易課税方式を適用し、3%の徴収率に基づき増値税を徴収するのに対して、

管理者が委託に基づき提供する管理サービスなどの「その他業務」には一般

課税方式を適用し、6%の適用税率に基づき増値税を徴収する。また、管理者

は上述二種類の業務を分けて、売上高と増値税納付税額の区分計上を行わな

ければならず、区分しない場合、一律に一般課税方式を適用し、6%の適用税

率に基づき増値税を徴収するよう規定されている。 

 

4、資産管理商品の運営業務について、売上高と増値税納付税額を資産管理

商品別に独立採算するか合算するかは選択可能 

 

一人の管理者が複数の資産管理商品を同時に管理しているケースがよく見ら

れるが、それは増値税関連の管理に大きなチャレンジをもたらしている。例

えば、金融商品の売買業務に関わった複数の資産管理商品は、商品を跨って

損失と利益の相殺処理ができるか否か、資産管理商品の資金側と資産側に期

間ミスマッチが存在する場合、管理者がどのようにして収益と税負担を合理

的に各商品に振り分け、且つ順次に期限到来を迎える商品における利益率の

安定を確保するかなどの問題が挙げられる。資産管理商品の監督管理要求及

び運営方式の面で、各資産管理者はそれぞれユニークな特徴を有すこと考慮

し、56号通達の第 4条において、柔軟な対応策として、資産管理商品の運営

業務について、売上高と増値税納付税額を資産管理商品別に独立採算する

か、合算するかを選択できる権利を管理者に与えている。 

 

5、資産管理商品に関する納税期限と申告方式の明確化 

 

56号通達の第 5条において、「管理者は規定の納税期限内に、資産管理商品

の運営業務及びその他業務について、増値税の合算申告納付を行わなければ

ならない」と規定されている。 

 

この規定により、まず、資産管理商品の納税期限とその管理者の納税期限は

一致することが明確化されており、即ち、財税[2016]36号通達（以下、「36

号通達」）の規定に基づき、銀行、金融会社、信託投資会社、信用組合など

の納税者は自身の管理下にある資産管理商品について、四半期ごとに増値税

の申告納付を行い、その他の管理者は原則として、月次に増値税の申告納付

を行う。次に、資産管理商品の増値税申告方式について、資産管理商品の運

営業務とその他業務に分けて、それぞれ合算申告を行うことが明確化されて

いる。 

 

6、徴収開始を 2018年 1月 1日に延期 

 

財税[2017]2号通達3に続き、56号通達により、資産管理商品に対する増値税

の徴収開始は 2018年 1月 1日に延期された。即ち、2018年 1月 1日以前に

発生した資産管理商品の運営業務関連の増値税課税行為に対して、増値税未

納の場合には納付を行わないこととし、納付済みである場合には関連の税額

を以降の増値税納付税額から控除できるよう規定されている。 

 

56号通達により、資産管理商品に対する増値税の徴収開始が更に半年延期さ

れたことで、管理者が関連の会計処理、資産価値評価、及び契約書管理、シ

ステム改造などを含む増値税コンプライアンス作業を進めるための十分な時

間を確保できることになった。 

 

考察及びアドバイス 

 

従来の営業税体系の下では、資産管理商品に関する納税関係の取り扱いは不

明瞭だったこともあり、「資産管理商品の運営過程で発生した増値税の課税

については、資産管理商品の管理者が増値税の納税義務者となる」ことを明

らかにした 140号通達は、公布された時から資産管理業界の関心を集めた。

業界の主な要望として、資産管理商品及びその管理者に関する納税主体認定 
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の明確化、納税方式に関する実務手続きの明確化、及び資産管理商品とその管理者に対する潜在的な二重課税の回避が

挙げられている。 

 

56号通達により、資産管理商品の運営業務に 3%の徴収率に基づく簡易課税方式が適用されることが明らかになり、資

産管理商品に関する発票発行手続きの簡素化、及び多層的な商品構造によって引き起こされる潜在的な二重課税の回避

に有利である。資産管理商品に対する増値税の徴収開始が 2018年 1月 1日に延期されたことで、管理者がコンプライ

アンス対応のための十分な時間を確保できた。また、徴税の要求と業界の実情の両方を配慮した柔軟な対応策として、

資産管理商品の運営業務について、売上高と増値税納付税額を資産管理商品別に独立採算するか合算するか選択できる

権利を管理者に与えた。そのため、概括的な規定を提示した 140号通達と比べて、56号通達はより具体的で実務に主

眼を置いたものであり、140号通達の順調な施行に寄与することが期待されている。 

 

ただし、実務の観点から見て、56号通達において明らかにされていない問題がなお一部存在し、追って財政部、税務

機関、或いはその他の関係部門による明確化が待たれる。関係企業には、下記の留意事項を提示する。 

 

1、管理者が資産管理商品の納税義務者であることに関する法律規定の記述 

 

資産管理業務の本質は、他人の委託に基づき、その財産の管理を代行することである。そのため、管理者は委託対象で

ある財産と自身の財産を区分した上で管理し記帳する必要があり、また、一部の法律法規において、管理者と委託者の

間の委託関係について明確に規定されている。例えば、証券投資基金法において、「基金財産投資に関する税金は、基

金持分の保有者が負担し、基金の管理者或いはその他の源泉徴収義務者が国家による租税徴収の規定に基づき、関連の

源泉徴収を行う」と規定されている。一方、140号通達において、「資産管理商品の管理者が増値税の納税義務者であ

る」と規定されている。140号通達における当該規定と関連のその他の法律・法規の規定との間に、ある程度の矛盾が

存在する可能性がある。関連者が資産管理商品に関する契約書や投資家向け声明などの法律文書を作成するにあたっ

て、税金関連の条項に関する表現に留意し、慎重を期すことで、資産管理商品の税負担について投資家との論争に発展

することを避ける必要がある。 

 

2、異なる資産管理商品の間における税負担のバランス化 

 

36号通達の規定により、証券投資ファンドの管理者がファンドを運用して株式、債券を売買して取得した収入は増値

税の免税対象である。また、証券投資ファンドが金融機関発行の債券を保有することで得た利息収入も増値税の免税対

象である。その他の資産管理商品は上述した免税政策の適用対象外であるため、資産管理商品の間に税負担の差異が発

生する可能性がある。更に、140号通達において、「納税者が資産管理商品を期限到来まで保有する行為は、36号通

達において定められた“金融商品の譲渡”に該当しない」と明確に規定されているが、期限が設定されていない金融商品

の償還を受ける行為を「期限到来まで保有する行為」と見なすことができるか否かは、56号通達において言及されて

いない。その原因で、期限が設定されている金融商品と期限が設定されていない金融商品の間に、免税適用の対象であ

るか否かの違いによる税負担の差異が発生する可能性がある。関係企業は、上述の事項に関する後続の政策動向につい

て留意する必要がある。 

 

3、資産管理商品の純資産額の開示 

 

通常、資産管理商品の運営業務に関する税金は管理者ではなく、最終的に投資家が負担することになるため、資産管理

商品の価値を評価するにあたって、増値税の影響を考慮する必要がある。特に、資産管理商品の純資産額を毎日に計算

し開示する必要がある場合、増値税の徴収は情報開示上、新たなチャレンジをもたらす。各金融機関の開示する純資産

額データの間に、税金関係で差異が出た場合、情報開示上の不備となり、商品の価値評価に依存する投資方針の策定に

重大な影響を及ぼす可能性がある。 

 

4、期を跨ぐ資産管理商品に関する取り扱い 

 

資産管理商品による投資は連続性を有するため、増値税の徴収開始日以前に投資した資産について、収入の認識或いは

増値税課税収入の計算上、問題が発生する可能性がある。例えば、資産管理商品を運用して企業に資金を貸し付け、増

値税の徴収開始日以降に貸付利息の全額を一括で取得した場合、実際に取得した利息全額に対して増値税を納付すべき

か、56号通達において規定された徴収開始日以降に発生した分の利息のみに対して増値税を納付すべきか。また、資

産管理商品を運用して公開市場で株式、債券、デリバティブなどの売買取引を行い、増値税の徴収開始日以前に買い入

れ、徴収日以降に売り出した場合、購入価格は買い入れた時点と徴収開始時点のどちらの価格に準拠するか。徴収開始

日以前に発生した金融商品売買による損失は、徴収開始日以降に発生した金融商品売買による収益から控除することが

できるか否か。上述の問題について明確で合理的な解決策が提示されない限り、実務において、管理者の間に存在する

法規に対する理解或いはリスク対応方針の差異により、資産管理商品の間に納税方式の差異が発生し、そこから資産管

理商品の間或いは投資家の間における税負担の偏りに繋がる可能性がある。 

 

5、自動化システムによるコンプライアンスソリューション 

 

管理者が膨大な数の資産管理商品を掛け持ち、その税務処理が複雑なものとなるケースが多い。その場合、情報技術を

活用しなければ、業務遂行が困難を極める。更に、増値税のコンプライアンス管理は専門性が高く、業務類型の識別、



納税義務の判断、税額の計算、発票の管理、税額の申告納付など多くの段階に関わる。そのため、単一のシステムで

は、増値税のコンプライアンス管理の自動化に対応しきれず、効率向上とリスクコントロールを実現するためには、管

理者による各段階の業務における機能とデータの流れに対応したシステムを複数組み上げ、そこから一貫性のあるエン

ドツーエンドのシステムソリューションを構築する必要がある。また、金融業における増値税改革についてサポートサ

ービスを提供してきたデロイトの経験から見て、今後 1~2年の間に税収法規の面で更なる政策調整が行われる可能性

があるため、それに対応できる拡張性を残した設計を図ることで、システムの寿命を伸ばす必要がある。更に、情報化

改造は業務、財務、運営、ITなどの複数部門の共同作業が必須であるため、事前計画と効果的な統括調整が必要であ

る。 

 

資産管理商品に関する増値税の新規定への対応は、複雑で規模の大きい任務であり、徴収開始までまだ半年の時間があ

るものの、資産管理商品の管理者、特にコンプライアンス対応をまだ開始していない管理者にとって、時間にそれほど

の余裕が残されていない可能性がある。資産管理商品の管理者には、下記の面から着手して、増値税徴収管理方式の変

化に対応するよう推奨する。 

 

 資産管理商品の内容或いは関連の契約書を整理し、納税義務の判断を行うこと。 

 資産管理商品に関する法律文書（商品/計画に関する契約書、説明書、定向/集合/専項資産管理契約書、サービス

契約書など）の更新を行うこと。 

 資産管理商品に関する取引先（資産管理商品の委託者、投資家、カストディアンなどのサービス機構、財務コ

ンサルタント、顧問弁護士など）との連絡文書、及び後続の管理プロセスを作成すること。 

 資産管理商品の増値税試算方法及び価値評価方法を調整すること。 

 資産管理商品の発票発行及び管理プロセスを設計すること。 

 資産管理商品の増値税申告管理プロセスを制定し、データ収集テンプレートを設計し、納税申告の関連規定を

企業の増値税管理制度に組み込むこと。 

 増値税管理に関するコンプライアンスシステムソリューションを考案し、価値評価、税額試算、発票管理、納

税申告などに関するシステム改造を行うこと。 
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